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1. はじめに 

地域公共交通計画の策定に際し，その計画により影響

を受ける全ての人の意見を考慮した上で，社会的に望まし

い判断を下すことが要請される．これを実現させるために

は，意見を表明する個々人が計画対象地区の個々の住民

が置かれている移動環境に関する全ての情報と計画実施

によるその変化を認知した上で表明する意見（以下，「完

全情報下における意見」とする）を知る必要がある．しかし，

人間の情報処理能力には限界があり，意見表明者が全て

の住民に関する個別かつ具体的な情報を提供されても処

理しきれないのが実態である．そこで田中ら 1)は，対象地

区全住民の移動環境に関する情報を何人か毎に分割して

意見表明者に分配し，表明された意見を集約したもの（以

下，「分割情報下における総意」とする）と完全情報下にお

ける意見を集約したもの（以下，「完全情報下における総

意」とする）がほぼ一致することを確かめた． 

しかし，この手法には，①限定的な分割情報のみでは

対象地区の状況を推測できない，②詳細な情報を全住民

から収集することは困難である，といった課題が残されてい

る．そこで本研究では，その解決策として①には集計情報

の導入を，②には標本調査の導入を検討し，その影響を

それぞれ実証分析とモデル分析，および数値分析によっ

て確かめる． 

2. 集計情報の導入 

2．1 分析方法 

田中ら 1) ，尾崎ら 2)の情報提供手法では，計画対象地

区住民 1 人の移動環境を示すひとまとまりの情報をシグナ

ルと呼び，意見表明者に提供するシグナルの数について

のみ議論を行っていた．しかし尾崎ら 2)の実証分析におい

て，提供される情報が個々人についての情報のみでは，

意見表明者は対象地区について非常に推測しにくいこと

が示された．そこで今回，提供する情報に対象地区につい

ての情報を少し加えれば，意見表明者は対象地区につい

て推測しやすくなるのではないかと考えた．これを実証分

析によって確かめる．以下では，個々人についての詳細な

情報を個別情報，対象地区の住民全体について簡略にと

りまとめた情報を集計情報と定義する． 

実証分析は，まず移動環境水準値の平均が 5 である対

象地区およびある公共交通計画を設定し，10 種類の個別

情報シグナル S1～S10 と集計情報シグナル S11 を作成す

る．そこから，「個別情報 4 人分」（提供情報 A）を 9 種類，

「集計情報＋個別情報 3 人分」(提供情報 B)を 10 種類，

「個別情報 3人分＋集計情報」（提供情報C）を 10 種類作

成し，提供情報 A，B，C をそれぞれ回答者 200 人ずつに

提供する．各回答者には，提供情報を受けて推測した対

象地区全体の移動環境水準値を 1～10 で回答してもらう．

その後，回答を提供情報ごとに集計し比較する．得られた

平均が設定値 5 に近く，かつ分散が小さいとき，その提供

情報は対象地区に対する正確な認知を促すことができて

いるとする． 

2．2 分析結果 

分析結果を図-1 と表-1 に示す．平均については，提

供情報 A，提供情報 B，提供情報 C ともにほぼ一致した．

しかし分散については，提供情報 C が提供情報 A，提供

情報 B に比べて小さいという結果が得られた．この結果よ

り，「集計情報を個別情報の後に提供することで，集計情

報の導入により対象地区に対する認知の程度が向上する」

との知見が得られた。 

 

図-1 分析結果  

表-1 平均と分散の比較（集計情報の導入） 
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3. 標本調査の導入 

3．1 モデル分析 

田中ら 1)は，対象地区住民からの情報収集を全数調査

で行うことを前提としていたが，想定している規模のコミュニ

ティで全数調査を行うことは困難である．そこで本研究で

は，情報収集を標本調査で行うことを考慮する．そして標

本調査を考慮したときでも，分割情報下における意見を集

約したものが完全情報下における意見を集約したものと一

致する条件を探る．標本調査の考慮にあたり，全数調査で

の完全情報下における意見を集約したもの𝑊𝐴，分割情報

下における意見を集約したもの𝑊𝐵だけでなく，標本調査で

の完全情報下における意見を集約したもの𝑊𝐵′，分割情報

下における意見を集約したもの𝑊𝐴′についても考慮しなけ

ればならない（図-2）．今回一致させたいのは𝑊𝐴′と𝑊𝐵であ

るが，田中ら 1)により𝑊𝐴と𝑊𝐵，𝑊𝐴′と𝑊𝐵′が一致することが示

されているため，𝑊𝐴と𝑊𝐴′が一致するための条件を探る． 

𝑊𝐴，𝑊𝐵，𝑊𝐴
′，𝑊𝐵

′の比較は，表-2 に示す正規分布の平

均と分散の比較によって可能である．なお，全数調査と標

本調査における意見表明者数をそれぞれ n と n’，意見表

明者 1 人に与えられるシグナル数を y と y’，移動環境を提

供する人数を l と l’，移動環境を提供する 1 人が与えるシ

グナル数を x と x’とする．与えるシグナルの総数と受け取る

シグナルの総数が等しいため， 

n・y=l・x (1) 

n’・y’=l’・x’ (2) 

が成り立つ．これにより，𝑊𝐴と𝑊𝐴′の一致条件は， 

𝑆1 + 𝑆2 +⋯𝑆𝑙
𝑙

=
𝑆1 + 𝑆2 +⋯𝑆𝑙′

𝑙′
 (3) 

𝜎𝜀
2 =const (4) 

l・x=l’・x’ (5) 

と導くことができる．  

 

図-2 関係図 

表-2 平均と分散の比較（標本調査の導入） 

 

よって，𝑊𝐴′と𝑊𝐵の一致条件は，「抽出するシグナルの分

布を対象地区全住民のシグナルの分布と一致させ，かつ

シグナルの総数を全数調査のときと変えない」よう標本調

査を行うことであることが明らかとなった． 

3．2 数値分析 

求めた条件下で l’を変化させたとき，𝑊𝐴′と𝑊𝐵は一致し

続けるのかを数値分析で確かめた．分析結果を図-3 に示

す．いずれの標本抽出率でも，𝑊𝐴′と𝑊𝐵の差は 1 円未満

であり，両者はほぼ一致することが示せた． 

 

図-3 数値分析結果 

4. おわりに 

本研究では田中ら 1)が提案した情報提供手法が有する

課題について検討を加えた．限定的な分割情報のみでは

対象地区の状況の推測が困難な点については，集計情

報の導入によって解決できることを実証分析によって明ら

かにした．しかし，本実証分析は多くの前提条件の下で行

ったものであり，検討すべき箇所が数多く残されている．今

後は，個別情報と集計情報の情報量の対応や，提供情報

内に登場するシグナルの順序効果などについて検討して

いきたい． 

また， 詳細な情報を全住民から収集することは困難で

ある点については，標本調査の導入を考慮したときでも田

中らの情報提供手法が有用となる条件を見つけることで，

一定の解決を図った．しかし今回求めた条件はかなり限定

的なものであり，条件を満たすことができない場合も十分に

想定される．よって今後は，今回求めた条件を満たすこと

ができない場合を考慮し，標本抽出率と𝑊𝐴
′，𝑊𝐵の差の関

係を明らかにしたい． 
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